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ら NPM 改革に着手し、とりわけ小泉政権下における 2000 年代初頭の改革は地方分権に少
なからぬ影響を与え、さらに 2008 年の世界金融危機（Global Financial Crisis: GFC）は地






以上のことから、本研究は、2001 年から 2015 年にかけての都内 49 基礎自治体を対象と
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(Data Envelopment Analysis: DEA)が採用される。DEA は線形計画法に基づき、比較対
象間の相対的な効率性を測定するが、効率性に影響を与える要因を説明することはできな
いという問題がある。そこで本研究では、第 1 段階で推定された効率値を潜在的な環境要























第 4 章の結果を受け、第 5 章では、環境要因が効率性スコアにどのような影響を与えて
いるかが 2 段階 DEA を用いて分析されている。2 段階 DEA を実施するにあたり、Simar-


















(performance management system: PMS)の支援なしでは十分な効果を発揮できない。第
6 章は、構造方程式モデリング(structural equation model: SEM)を駆使しつつ、段階的に
異なるデータ分析手法を組み合わせて要因間の関係性を読み解いていく手法である
Mixed-method Sequential Explanatory Study を適用して、発生主義予算導入の可能性を
意識した PMS の在り方を調査することを目的としている。そのため、第一段階で SEM、
第二段階で半構造化インタビュー調査が実施される。分析の結果、自治体のなかでも、東




終章である第 7 章では、NPM のキーコンセプトに基づく行政の効率化に向けた施策は、
あらゆる自治体に無条件に当てはまるものではなく、都内自治体に適用する場合、区部と
市部における GFC 後の財政構造の変化に留意しつつ、発生主義予算および探索目的 PMS
等の必要な管理手法を具備したうえで実施することにより、本来の効果が期待できるとす
る結論が導かれる。 
  
